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最近の道内景気は、持ち直しの動きが鈍化している。

需要面をみると、公共投資は、国および地方公共団体の財政面の制約から減少している。

輸出は、北米・中南米向けなどが減少したが、アジア向けを中心に基調としては増加してい

る。個人消費は、秋物衣料などが低調となっているものの、耐久消費財の政策効果が持続し

ており、総じて持ち直している。住宅投資は前年を上回って推移している。

生産活動は、持ち直し基調にある。雇用情勢は、厳しい状況ではあるが、持ち直しの動き

がみられる。企業倒産は、低い水準で推移している。
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①個人消費～幾分持ち直す

８月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲１．７％）は、百貨店、スーパーとも

に前年を下回った。

百貨店（前年比▲２．５％）は、その他品目

が前年を上回ったものの、衣料品、飲食料

品、身の回り品が前年を下回った。スーパー

（同▲１．５％）は、すべての品目で前年を下回

った。

コンビニエンスストア（前年比＋１．１％）

は、猛暑効果により飲料などが好調で３ヶ月

連続で前年を上回った。

②住宅投資～１０ヶ月連続の増加

８月の新設住宅着工戸数は、２，９４１戸（前

年比＋２１．１％）と１０ヶ月連続で前年を上回っ

た。利用関係別では、分譲（同＋５７．５％）が

大幅増加したほか、持家（同＋１２．１％）、貸

家（同＋２５．７％）もそれぞれ増加した。

４～８月累計では、１３，７０８戸（前年同期比

＋１３．２％）と前年を上回った。利用関係別で

は、持家（同＋５．８％）、貸家（同＋１５．３％）、

分譲（同＋４１．０％）といずれも前年を上回っ

た。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛） 
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③鉱工業生産～前年比１０ヶ月連続の上昇

８月の鉱工業生産指数は、前月比＋０．２％

と５ヶ月連続の上昇、前年比では＋６．２％と

１０ヶ月連続の上昇となった。

業種別では、前年に比べ金属製品工業や窯

業・土石製品工業などが低下し、電気機械工

業や鉄鋼業、一般機械工業などが上昇した。

④公共投資～６ヶ月連続の減少

８月の公共工事請負金額は、７３８億円（前

年比▲２３．３％）と６ヶ月連続して前年を下回

った。

発注者別では、国（前年比▲３４．４％）、道

（同▲２６．５％）、市町村（同▲３．７％）いずれ

も前年を下回った。

４～８月では請負金額４，５６９憶円（前年同

期比▲１４．４％）と前年を下回っている。

⑤雇用情勢～持ち直しの動き

８月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．４１倍となり、前月比では０．０３ポイント、

前年比では０．０７ポイントそれぞれ上昇した。

前年比は７ヶ月連続の上昇となった。

新規求人数は、前年比１５．２％増加し７ヶ月

連続して前年を上回った。業種別では、卸・

小売業（前年比＋３０．１％）や医療・福祉（同

＋２０．５％）、サービス業（同＋２２．３％）など

が増加した。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年対比（右目盛） 
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⑥来道客数～前年を下回る

８月の来道客数は、１，３１６千人（前年比

▲０．５％）と５ヶ月ぶりに前年を下回った。

輸送機関別では、JR（前年比＋２．９％）は前

年を上回ったが、航空機（同▲０．２）、フェ

リー（同▲４．２％）は前年を下回った。

４～８月累計では５，１４２千人（前年同期比

＋０．９％）と前年を上回って推移している。

⑦貿易動向～輸出は２ヶ月連続の減少

８月の道内貿易額は、輸出が前年比２．６％

減の２２２億円、輸入が同７．０％増の７７７億円と

なった。

輸出は、一般機械や化学製品、鉄鋼などは

増加したものの、昨年８月に２６億円を計上し

た船舶がゼロになるなど２ヶ月連続して前年

を下回った。

輸入は、原油・粗油や石炭、肥料が増加す

るなど８ヶ月連続で前年を上回った。

⑧倒産動向～件数・負債総額ともに増加

９月の企業倒産は、件数は３８件（前年比

＋４６．２％）、負債総額は５８億円（同＋１１．２％）

となり件数は１５ヶ月ぶりに、負債総額は５ヶ

月ぶりにそれぞれ前年を上回った。

業種別では、建設業１３件、サービス・他８

件、卸売業６件などとなった。

平成２２年度上半期（４～９月）では、件数

２２４件（前年同期比▲１５．２％）、負債総額６２８

億円（同▲４４．２％）と件数・負債総額ともに

下回った。

道内経済の動き
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＜図表1＞業況の推移 
売上DI 利益DI全産業 
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１．平成２２年７～９月期実績

前期に比べ売上DI（△１７）は３ポイ

ント、利益DI（△２１）は４ポイントそ

れぞれ低下した。売上DIは６期ぶり、

利益DIは２期連続の低下となった。

２．平成２２年１０～１２月期見通し

売上DI（△１７）は横ばい、利益DI

（△２０）は１ポイントの上昇となり、業

況はほぼ同水準で推移する見込みであ

る。

定例調査

売上DI・利益DI、ともに低下
第３８回 道内企業の経営動向調査

世界金融危機公共投資の減少 原油価格の高騰

H１３．９
アメリカ同時
多発テロ

H１７．７
知床世界自然
遺産登録

景気対策
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調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。
調査方法
調査票を配付し、郵送により直接回収。
調査内容
第３８回定例調査
（２２年７～９月期実績、１０～１２月期見通し）
判断時点
平成２２年９月下旬
本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年同期に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年同期に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」－「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４６４ １００．０％
札幌市 １７７ ３８．１ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 １０６ ２２．８
道 南 ３９ ８．４ 渡島・檜山の各地域
道 北 ６９ １４．９ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ７３ １５．７ 釧路・十勝・根室・網走の各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ６６９ ４６４ ６９．４％
製 造 業 １８２ １２０ ６５．９
食 料 品 ５７ ４１ ７１．９
木 材 ・ 木 製 品 ３２ １９ ５９．４
鉄鋼・金属製品・機械 ４９ ３２ ６５．３
そ の 他 の 製 造 業 ４４ ２８ ６３．６
非 製 造 業 ４８７ ３４４ ７０．６
建 設 業 １４５ ９４ ６４．８
卸 売 業 ８９ ６７ ７５．３
小 売 業 ９６ ７０ ７２．９
運 輸 業 ５３ ３７ ６９．８
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３０ ２２ ７３．３
その他の非製造業 ７４ ５４ ７３．０

〈図表２〉業種別の要点

要 点（７～９月期実績）

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ

２２年
４～６ ７～９１０～１２

見通し

２２年
４～６ ７～９１０～１２

見通し

全産業 非製造業の売上、製造業の利益が低下 △１４ △１７ △１７ △１７ △２１ △２０

製造業 単価下落傾向が強まり、利益が低下 △１５ △１１ △５ △１２ △２２ △１１

食料品 水産加工は資源不足。菓子メーカーは
堅調 △１０ △７ △７ △５ △１２ ２

木材・木製品 過当競争で単価下落 △５ △１１ １１ ５ △３２ ５

鉄鋼・金属製品・機械 素材価格の上昇転嫁できず、利益低下 △１２ ０ １３ △６ △３１ △２２

非製造業 小売業で政策支援効果続く △１４ △１９ △２２ △１９ △２０ △２３

建設業 公共投資減少傾向続き、低水準で推移 △３４ △３２ △２９ △４０ △３８ △３６

卸売業 食品関連扱い業者は比較的堅調 １６ △５ △５ １７ ３ ２

小売業 新車販売、燃料店は堅調。スーパーの
苦戦続く △５ ０ △１３ △１６ △４ △１６

運輸業 公共投資減少と物流停滞が影響 △３９ △４９ △３５ △３９ △４６ △３８

ホテル・旅館業 宿泊単価の低下が響く ０ △２３ △３２ △１３ △２９ △２９
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＜図表9＞設備投資 
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原材料価格上昇 

〈図表１０〉当面する問題点（上位項目）の要点

項目 前期比 要 点

�売上不振（５８％） ±０ 横ばいで推移しているものの、全業種でウエイト高い。

�過当競争（５１％） ＋２ 建設業（７９％）、小売業（６２％）などでウエイト高く、非製造業では
第１位。

�販売価格低下（３７％） ＋４ 製造業（３７％）では全業種で上昇。

�原材料価格上昇（２５％） △９ 鉄鋼・金属製品・機械製造業をのぞく他の９業種で低下。

�諸経費の増加（２３％） △２ 食料品製造業、運輸業（ともに３９％）で比較的高率。

�価格引き下げ要請（２０％） △１ ホテル・旅館業で１７ポイント低下。

当面する問題点の推移（複数回答）
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（４９）

３０
（２６）

２４
（１５）

③
４２
（２４）

２８
（２７）

③
３３
（３８）

①
５８
（５８）

①
７９
（７６）

②
４２
（５０）

①
６２
（６７）

③
３６
（３５）

③
５０
（６１）

①
５３
（４０）

�販売価格低下
③
３７
（３３）

③
３７
（２５）

２９
（２３）

３２
（２９）

③
３８
（２４）

②
５２
（２８）

③
３７
（３６）

③
４５
（４１）

３５
（３０）

③
４１
（４１）

１１
（２１）

①
６４
（６７）

③
２６
（２６）

�原材料価格上昇
④
２５
（３４）

②
３９
（４８）

③
３７
（６３）

②
４７
（４８）

②
５０
（５０）

２２
（３１）

２０
（２８）

１９
（２６）

２６
（２８）

１９
（３４）

３３
（４１）

９
（２２）

１１
（１７）

�諸経費の増加
⑤
２３
（２５）

２５
（２３）

②
３９
（４３）

２６
（１４）

２２
（１２）

７
（１７）

２３
（２６）

１６
（１７）

２０
（２０）

２８
（３３）

②
３９
（５３）

１４
（６）

２５
（２８）

�価格引き下げ要請
⑥
２０
（２１）

２０
（２２）

２０
（１８）

１１
（１９）

２２
（２７）

２６
（２８）

２０
（２１）

１９
（１９）

③
３９
（４０）

１２
（８）

１４
（１８）

５
（２２）

２１
（１９）

�人件費増加 １４
（１２）

１７
（１１）

２０
（１５）

２１
（１０）

１３
（６）

１５
（１０）

１４
（１２）

１１
（１０）

８
（５）

１９
（１６）

１１
（６）

９
（６）

２３
（２５）

	資金調達 １０
（１２）

１３
（１２）

１５
（１５）

１１
（１０）

１９
（１５）

４
（７）

９
（１１）

１２
（１５）

８
（１０）

３
（３）

１４
（１２）

１４
（２８）

１１
（９）


人手不足 ９
（７）

８
（８）

１０
（１０）

５
（－）

１３
（１８）

４
（－）

９
（６）

１０
（７）

６
（３）

４
（３）

６
（９）

１４
（１１）

１５
（８）

�代金回収悪化 ６
（８）

２
（６）

５
（－）

－
（１０）

－
（－）

－
（１７）

７
（８）

２
（３）

２１
（２３）

４
（１２）

３
（－）

－
（－）

９
（６）

�設備不足 ３
（６）

６
（９）

１２
（８）

－
（１０）

６
（１２）

－
（７）

２
（５）

－
（２）

２
（３）

３
（２）

６
（１８）

９
（１７）

－
（２）

その他 ３
（４）

３
（４）

７
（１０）

－
（－）

－
（－）

－
（３）

４
（３）

１
（３）

５
（３）

４
（２）

６
（９）

－
（－）

６
（４）

〈図表１２〉地域別業況の推移

項

目

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ 設 備 投 資 （％）

２１年
１０～１２

２２年
１～３４～６７～９１０～１２

見通し

２１年
１０～１２

２２年
１～３４～６７～９１０～１２

見通し

２１年
１０～１２

２２年
１～３４～６７～９１０～１２

見通し

全 道 △３５ △２０ △１４ △１７ △１７ △１９ △１５ △１７ △２１ △２０ ２９ ２７ ２９ ３２ ２４（２５）

札幌市 △４４ △２９ △８ △１１ △１１ △３２ △２５ △１５ △１６ △１５ ３３ ３１ ３４ ３３ ２８（２３）

道 央 △４２ △２３ △１５ △２６ △１５ △１８ △１３ △１４ △２９ △１８ ３７ ２４ ３２ ３５ ２２（２５）

道 南 △２７ △２０ △１６ △８ △２６ △２７ △２１ △２０ △２１ △３２ １４ ２３ ２２ ２３ １１（２９）

道 北 △２３ △１２ △５ △１２ △１９ △１８ △７ △１３ △１３ △２１ ２７ ２３ ２７ ３８ ２４（２９）

道 東 △１９ ３ △３２ △２６ △２９ ７ ３ △２８ △２６ △２８ １９ ２５ １６ ２２ ２３（２３）

（ ）内は設備投資未定企業

〈図表１１〉当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

定例調査
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今回の調査では、道内企業の売上、利益はともに減少しました。売上DIは１年半ぶりの

低下となりましたが、公共工事削減に加えてエコカー補助金も終了し、政策支援効果が徐々

に薄れてきたことがその一因と思われます。また、単価下落傾向が再び強まり、特に製造業

において利益の低下を招いています。このような中、販路の拡大や新分野への進出などによ

り、新たな客層を開拓している企業は比較的堅調に推移しています。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

＜製菓業＞

国内からの来道者数は低迷しているにも関

わらず、売上・収益はともに順調に推移して

いる。東アジア圏からの観光客が増加してい

ること、当社商品の知名度が比較的高いこと

が追い風になっている。

＜製菓業＞

ここ数年、業績が上がり続けているため各

部署で管理者クラスの人材が必要になり、人

件費が上昇している。今般、営業幹部を採用

したことにより、これまでの実質社長一人で

の営業から組織的な営業活動が可能になるた

め、さらなる売上増加を目指す。

＜乳製品製造業＞

業界で問題となっていた特定乳製品（バタ

ー、脱脂粉乳）の過剰在庫は、猛暑による生

乳供給の減少や、チーズ・クリーム向け生乳

の需要増などにより解消されつつある。当面

新製品の投入がない中、きめ細かな営業活動

で売上増を図るとともに、ロス発生率を下げ

る。

＜水産加工業＞

当業界への大手企業の進出が目立ってお

り、よほどの特殊技術や独自製品を持ってい

なければ太刀打ちできない。技術力のある者

数名で小さな仕事をコツコツやるしかない。

＜水産加工業＞

年によって漁獲高の変動が大きく、安定し

た原料確保が難しいうえ、売価が頭打ちの中

で原料を競争して仕入れては利益を生み出せ

ない。小ロットでも利益の出る、特徴ある製

品づくりを目指す。

＜製材業＞

今まで以上に安いものでなければ売れない

時代に、原材料である木材価格の上昇によ

り、逆に商品を値上げしなければならない。

＜金属部品製造業＞

各工事での提出書類が増加しており、女性

従業員のほぼ半数が書類作成をしている。

経営のポイント

販路拡大と新分野進出で顧客開拓
〈企業の生の声〉
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＜金属部品製造業＞

自動車関連の受注は、エコカー補助金も終

了間近となり、ピーク時の６割弱にまで落ち

込んでいる。一方で、環境・エネルギー関連

の提案型セールスによる新規受注が順調に伸

びてきた。これらが来期収益の大きな柱とな

る見込みである。

＜車体製造業＞

エコカー補助金関連の需要等により、昨年

後半から業況は回復しているが、今後は反動

による受注減が危惧される。また、鋼材やア

ルミ等、原材料価格の上昇もあり、収益面へ

の悪影響は避けられない。

＜段ボール製造業＞

今夏は高温多湿の天候だったため、農水産

物の生産状況が良くない。これにより、段ボ

ール箱の使用量が減ることを心配している。

＜型枠工事業＞

取引先からの施工単価引き下げ要請に加

え、原材料価格も上昇しており、売上が収益

につながらない。札幌近郊の同業者が減少し

ているため忙しい状況は１０月頃まで続く見込

みであるものの、その後は不透明であり、取

引先に施工単価のアップを要求するまでには

至らない。

＜空調設備工事＞

新規設備投資を控える企業が多い一方で、

既存設備の保守・修理等が非常に増えてい

る。６月からの高い気温も追い風になった。

＜型枠工事業＞

工事量は膨大だが、倒産や低賃金による他

業種への転職などで、職人が不足している。

元請け業者が競争入札において安価で受注し

ているため、下請けの体力がなくなってい

る。

＜マンション分譲＞

業界全体で新規物件供給が少なく、見込み

客にとっては選択肢があまりないため、成約

数が鈍化している。在庫調整が進み、新規物

件が増加する来春頃からの回復に期待がかか

る。また、当社の商品構成は新規分譲に大き

く偏っているため、仲介、中古住宅、リフォ

ーム等周辺分野のウエイトを拡大する。

＜穀類卸売業＞

２１年度に収穫された米、特に道産米が在庫

過多である。さらに、２２年度も豊作予想につ

き在庫負担が大きくなる見込みであるため、

同業者が在庫処分に走り、価格低下と利益圧

迫を招いている。政府の過剰米対策が望まれ

る。

＜建材卸売業＞

都市部の販売店が地方にまで手を伸ばして

安い値段で建築工事に参加してくるため、競

争が激化している。

＜建材卸売業＞

取引先がどんどん閉鎖、倒産して、ピーク

時の２割にまで減少した。商売の流れが、従

来とは異なってきている。

経営のポイント
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＜靴卸売業＞

猛暑のためか昨年好調だった秋物の追加注

文が減少し、冬物の投入も１ヶ月以上延期に

なったため、利益率が低下した。また、夏物

の商品対策が稚拙で、せっかくの猛暑を生か

し切れなかった。

＜酒類卸売業＞

ここ数年、開店数よりも取引先の閉店数が

上回っているため、代金回収が売上額の確保

とあわせて大きな課題となっている。

＜空調機器卸売業＞

身近なところで、６月以降に３社の廃業が

あった。倒産に至る前の、足元のまだ明るい

うちに、という苦渋の判断だったと思われ

る。

＜電器店＞

今年３月末のエコポイント対象商品一部除

外に伴う駆け込み需要の反動で、４月以降は

売上低迷が続いていたが、８月に入って猛暑

日が続いたことから、エアコン等の売上が伸

びた。エコポイント制度が来年３月まで延長

となり期待感はあるものの、大手量販店との

価格競争も予想され、苦戦が続くと思う。

＜作業用品店＞

従来の主力客層である建築土木業界の需要

は低迷しているが、農業や家庭菜園、ガーデ

ニング用途の新規客層が増加している。今後

は店舗拡大を行うほか、全店のレジを入れ替

え、業務の効率化を図るとともに顧客データ

と販売データを連動させる。

＜コンビニエンスストア＞

高齢者の施設が増えたため、施設内店舗の

売上が増加した。しかし一方で、若年層の可

処分所得の減少などにより、一般店舗の売上

は減少した。この、高齢層と若年層の２つの

客層をいかに取り込むかが今後の課題であ

る。

＜寝具店＞

販売価格の下落や商品の耐久性向上等によ

り、売上低下に歯止めがかからない。利益率

の良い商品や大型店や通販が扱っていない別

注品の販売、または修理や加工等により、利

益を確保したい。

＜燃料店＞

無理な値引きをする業者が減少したため粗

利益率はやや改善したものの、石油製品価格

に地域格差が生じており、消費者の不信を招

いている。今後は、体力の範囲内で投資して

本業を支える事業を作る。

＜農産物運輸業＞

昨年に引き続き、天候不順による農作物の

収量減少や、公共事業の削減等が物流に大き

なダメージを与えている。１０月以降は、農作

物の本格的な出荷時期に入るため、効率的な

配車に努める。

＜木材運輸業＞

道内の木材輸送が売上の半数を占めている

が、今後ますます量が増加すると思われる。

このため木材積み込み機等を入れ替えなけれ

ばならないが、燃料費が上昇している現状で

はそれも難しい。

経営のポイント

― １４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１０年１１月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１７２／本文　※柱に注意！／０１２～０１５　経営のポイント  2010.10.21 13.05.44  Page 



＜タクシー＞

業界挙げての減車により、減収減益となっ

ている。

＜自動車整備業＞

エコカー補助金の終了により下取り車が減

少しており、中古車販売にもかなりの悪影響

があると考えられる。定期的に展示在庫車の

入れ替えを行い、新鮮さをアピールしたい。

＜都市ホテル＞

過当競争による宿泊単価下落を、集客増で

カバーしている。収益面は、光熱費の増加が

響き若干の減益となった。

＜仕出し料理＞

地域性のある新商品開発に取り組んでお

り、新商品は百貨店での催事で自社社員が

PRしているが、そのための教育にかかる経

費の増大が課題となっている。

経営のポイント
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― １６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１０年１１月号

３年前、調査レポート誌（２００７年１０月号）で、「経営再建の着眼点」と題して、経営内容が悪

化した企業の再建に向けた取組みについて述べましたが、その後もわが国の景気回復は捗々しく

なく、リーマンショックやユーロ体制動揺の追い討ちもあり、中小企業を中心に企業経営は依然

厳しい状況に置かれています。これに対処するため、２００９年暮に「金融円滑化法」（中小企業者等

に対する金融の円滑化を図るための臨時措置に関する法律）が制定され、金融面からの企業経営

支援策が推進されている状況にあります。したがって、企業が経営再建計画を策定し建て直しを

図ることへのニーズは、依然として高いと考えられます。

前記の金融円滑化法に基づく融資条件変更等の金融支援を受ける場合にも、経営再建計画の策

定がその前提条件とされており、これを欠く場合は支援を受けることが難しくなります。つま

り、経営状況が悪化した又は悪化傾向にある企業にとって、金融機関よりの借入を確保し維持す

るためには、経営再建計画を策定して再建見通しを明らかにし、金融機関の理解を得なければな

りません。金融機関にとっては原則的に「経営悪化企業への貸出＝不良債権」であり、当該企業

は金融機関側の自己査定において「要注意先」もしくは「破綻懸念先」に債務者区分されて、そ

のまま放置されると以後の融資取引は縮小・解消に向かうことになります。そのような事態を回

避し取引を維持するためには、区分を「正常先」に留めおく、あるいはそこへ上位シフトさせる

ことが必要であり、それには、経営状態の改善を図るための計画を策定し、それに基づきリーズ

ナブルな期間内に経営の建て直しが可能であることを具体的に説明して、金融機関の了承を得な

ければなりません。

金融円滑化法自体は２０１１年３月までの時限措置ですが（延長される可能性もあります）、同時

に金融庁が公表した、債務者への経営改善支援を含めた金融機関の業務細則と位置付けられる

「金融検査マニュアル・金融円滑化編チェックリスト」は、その大部分が恒久的措置とされ、し

たがってこの金融円滑化スキームも長く継続されると考えられます。

そこで今般は、経営再建計画を策定する方法と策定上の留意点の概略を、最近の動向等も含め

て、再度解説しようと思います。

◆経営再建計画策定が必要な企業とは・・

経営に警戒信号が点り経営再建に着手すべしとみられる企業とは、端的には営業面で懸念材料

が発生した企業であり、たとえば、売上げが伸び悩み又は下降傾向にある、売上げに比べて利益

が確保でき難くなってきている、コア事業の競争が激化し市場シェアが落ちてきた、借入の返済

負担や金利負担が重荷となっている、借入を含めた資金調達力が減退している、などの状況に置

かれた企業が挙げられますが、他にも以下に掲げるような事態にある企業も対象となります。こ

経営のアドバイス

「経営再建計画の策定（その１）
～再建計画の対象となる企業」

金融財政事情研究会研修センター主任講師
（元北洋銀行融資第二部指導役）

高橋 俊樹
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のような兆候が現れた場合、企業経営者は早急に経営再建計画の策定と態勢の整備改善に着手す

べきであり、着手が遅れるとそれだけリカバリーに要する労力、時間、コストがかさみ、再建達

成のハードルが高くなります。

経営者の経営改善意欲の強さと実行力は金融機関も特に注目するところであり、経営者はこの

点に日頃から気配りが必要です。

①売上げ至上主義

商売で売上げの確保が重要なことは言を俟たないところですが、売上げが相応の利益をもたら

さないのであれば、折角の売上げ確保の努力が徒労に帰することになります。取扱い製品・商品

の市場シェアが高く、あるいは競争力がある場合には、いわゆる「行け行けドンドン」式の経営

でも問題は顕在化しませんが、競争激化により市場シェア維持のため利幅を削らざるを得ないよ

うな局面に陥ると、売上げと利益のパラレルな増加が困難になります。この段階になっても「売

上げ目標達成」に拘り、業容スケールのみを追求していると、「貧乏ヒマなし」の状態になって

経営の弱体化を招きます。

この点を改善することはすぐれて経営者の責務であり、利益が十分確保できなくなった原因を

探り適確な対策を講ずるよう、経営の舵を切らなければなりません。

②原因が特定できない在庫の増加

在庫は活性化状態にあって初めて利益に寄与するものであり、適正水準以上に在庫が積み上が

っていることは、一般的に危険な兆候と見られます。単純に「在庫＝宝の山」と考えてはなりま

せん。また在庫には資金負担が付いて回るので、滞留期間が長期化している在庫にはそれだけ余

分な金利負担が発生します。それゆえ、常に在庫を適正水準に保つような施策が求められます。

③業容に比べ多すぎる役員数や組織の肥大化

取締役および執行役員の数が業容に比べて多すぎる企業は、一般的にコスト意識が乏しいと考

えられます。役員数は業容比で必要かつ十分な水準に止めるべきであり、必要以上に名誉職役員

や官庁からの天下り役員等が有給で残っている企業は問題があります。

これと同様に、業容に比較して大型すぎる経営組織を構えている企業にも、コスト感覚の乏し

さが窺われます。似たような組織や部署が重層化しているような企業は、コスト上の問題のほ

か、企業内の指揮命令系統が曖昧になることによって、経営意思の伝達・実行に齟齬を来たす心

配もあります。早急の対策が望まれるところです。

④資金繰りの把握が不十分

「わが社は利益が上がっているから倒産の心配はない」と思い込んでいませんか。黒字倒産と

いう言葉があるように、これは大きな間違いです。利益はそれが実現されて、初めて資金として

使える状態（キャッシュ）になります。たとえば、商品を仕入れそれにマージンを乗せて売れ

ば、その時点で確かに利益が発生します。しかしその利益を確定させ資金として利用できるの

は、売掛金が回収され買掛金を決済した後になります。このように利益の発生と資金化にはズレ

が生じることが多いのです。このプロセスで、販売先の倒産や商品を在庫として抱える必要が生

じると、利益をタイミング良く資金として活用することがそれだけ困難になります。
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ここに資金繰り（キャッシュフロー）把握が重要な理由があります。経営者は日頃から資金繰

りの状況に関心を持ち、安定的な資金繰りの確保に努めるべきですが、最近は資金調達手段も多

様化しており、思わぬ局面で資金不足に見舞われることもあります。また、他人の資金繰り破綻

のあおりを受けることもあり、資金繰り見通しの的確さの重要性は一段と強まっています。資金

繰りの把握に齟齬が発生した場合はその原因を検証し、体制上の不備・欠陥があれば速やかに是

正する必要がありますが、基本的には資金の調達と運用のバランスが取れていることに留意する

ことが重要です。

⑤経営トップと営業・生産現場の距離の広がり

中小企業の強みは、営業現場、生産現場と経営者の間の距離が短く、現場の動向が直ちに経営

に反映できる点にあるといわれます。経営組織が大きくなるとこの距離は伸びる傾向があり、折

角の小回りが利くという長所が失われて行きます。経営者は常にこの点に留意し、経営のダイナ

ミズムを維持することを心掛けるべきです。

⑥複雑な関係会社群の存在

子会社や関係会社が増えてくると、その一元管理が難しくなります。また関係する取引が複雑

化し、外部からは容易にチェックできない状態となるおそれがあります。経営危機はこのような

所にも潜むものであり、関係会社群の管理方法の工夫と、用済みとなった会社の整理統合を心掛

けるべきでしょう。

⑦公私混同

言う間でもないことですが、経営者は行動に公私のけじめを付けなければなりません。特に事

業資金や会社の資産を個人目的に流用することは業務上背任にもつながり、かつ、会社の資金繰

りや経営に大きなマイナスとなります。また経営者が公職や名誉職に就き、そこで不祥事や失態

などを起こすと、会社の信用を失墜させることにもなります。

⑧経営陣の内紛や有能従業員の離反

企業経営においてはリーダーシップのある経営者を有能なスタッフが補佐する経営体制が望ま

れ、中小企業ではそれが特に必要とされます。経営陣に内紛や派閥争いがあり経営に悪影響を与

えるようなことがあれば、それは企業の営業力を殺ぎ信用失墜をもたらすことになるので、もし

その兆しがあれば、深刻化しないうちに有効な手立てを講ずる必要があります。前記⑦で述べた

ような公私混同が絡んでいるケースも多く、これらは経営改善策を講じるべき大きなターゲット

となります。

有能な技術者や営業マン等が辞めてゆく事態が頻発することも要注意です。特に中小企業にと

って、有能な従業員は会社の重要な経営資源ですから、それを放置することは経営破綻につなが

りかねません。経営体制を見直し、従業員間の不満や要求を前向きに検討することが必要でしょ

う。

⑨コンプライアンス上の問題の出現

企業の内部統制規律違反行為や業務上の不正行為を排除し、あるいは未然に防止することを目

的とした、コンプライアンス態勢の構築とその適切な運用は、今の企業経営に課せられた極めて
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重要なテーマです。これに抵触する事態が生じると、企業は社会的な批判や非難を浴びることに

なり、場合によっては企業の存続自体を揺るがす結果を招来します。

もしコンプライアンス上の問題が生じ、あるいはそのおそれが強いと判断される場合には、直

ちにその対応策を講じ、社会的信用失墜につながる事態を防止しなければなりません。経営不振

に陥っている企業には、コンプライアンス態勢に欠陥があるケースが多く、再建計画を立てるに

はその点の克服策も明確にする必要があります。

◆こんな体質の企業は経営再建計画の策定が難しい・・

小生は以前、民事再生手続になじまない企業として、事業に独自性が乏しく第三者が容易に代

替できる企業、事業の成長性が乏しく事業基盤も弱い企業、運転資金の自力捻出ができない企

業、新たな仕入れ活動ができない企業、保有財産の適正な評定が困難な企業、資産の大部分が担

保提供されており担保権者の協力が得られ難い企業、経営者の不誠実等により経営者への信頼感

が欠如している企業をあげ、これらの企業は再生失敗の可能性が高いと指摘したことがありま

す。

再生手続によらず私的に経営再建を図る場合には、再建スキームに参加する債権者等の同意が

あれば再建計画は前進することになりますが、その場合でも企業に前記のような状況があれば、

経営再建計画の策定は難航することになります。

①事業に特色がなく容易に第三者が代替参入できる業種の企業

たとえば、製造業や卸小売業、サービス業であって特色ある事業内容を有している企業には、

事業経営にかかる高度のノウハウや独自の顧客基盤等があり、第三者が簡単にその事業を代替で

きない場合が多いものであり、このような企業は、現在の経営上の障害等が除かれると経営再建

が比較的容易とみられるので、再建計画策定の道筋も検討しやすいことになります。

これに対して第三者が簡単に代替参入できる業種においては、当該企業の存在価値は低いと考

えられ、優勝劣敗の原則による市場からの退出が促される仕儀となります。このような企業につ

いては、スポンサーが現れる場合を除き自力再建は困難であることが多く、事業を適宜第三者に

譲渡した上で自らは清算する道を選択するほうが賢明でしょう。

②事業の成長性が乏しい、あるいは事業基盤が弱い企業

前記①にも関連しますが、事業内容に成長性が乏しければ再建のための事業計画は縮小均衡型

にならざるを得ません。また仮に、ある程度の成長性が見込めても、事業基盤が弱体で市場競争

力が低ければ、将来のキャッシュフロー獲得の見通しは弱気なものになりがちです。このまま無

理に再建計画を策定しても、単なる延命計画に過ぎない結果に終わる可能性が強く、延命中に神

風が吹いて業績が上向くことがない限り、結局は再び計画を立て直す羽目になります。

通常、このような企業が単体で生き残ることは相対的に困難であり、他企業との合併、事業譲

渡の道を探るほうが実利的です。

③自力での運転資金の捻出や新らたな仕入れが困難な企業

企業の再建過程で肝要なことは、事業を繰り回すための運転資金を捻出することです。当面の
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資金がどの程度手元にあるか、仕入れ→製造・加工→販売という営業循環パターンが今後も繰り

回し可能かといった点が重要で、これが不十分な場合には主力銀行や再建スポンサー等によるリ

スクマネーの提供がない限り、たちまち事業が行き詰まります。

また、仕入れ活動は企業の収益機会を維持獲得する上で極めて重要なものであり、信用収縮に

よって新たな仕入れが困難となっている企業は、本質的に再建計画が描けないことになります。

たとえば、宅地開発造成業者が新たな土地等の仕入れ購入ができなくなれば、その後はすでに仕

入れた物件の売却処分で細々と営業活動を続けるだけという状況になり、経営再建とは程遠い状

況に陥るでしょう。

結局このパターンの企業の再建は、良いスポンサーを見つけ、リスクマネーの供給者たるDIP

ファイナンサー（事業再生者への資金提供者）が現れることに懸かってきます。

④保有資産の適正な財産評定が困難な企業

経営再建計画を策定し、それを基に借入先や取引先の協力を求めるためには、まず企業の営業

実態、資産負債の現況、資本の毀損状況が明らかにされなければなりません。これが不十分な場

合は、関係者の支援がどの程度必要なのか、要請された支援策によって再建効果が期待できるの

かといった、支援要請先の可否判断基準が明瞭にならず、支援決定の結論が得られ難いことにな

ります。

会計処理が杜撰で、粉飾決算等による書類の隠匿や滅失などが行われているような場合、ある

いは会社と経営者個人の財産が入り混じっており財産の実態が不明瞭な場合には、適正な財産評

定が困難になって、計画策定がスタート時点から難航します。

⑤資産の大部分が担保提供されており担保権者の協力が得られ難い企業

経営再建企業の保有資産のうち、不動産や有価証券等の相当部分は担保提供されていることが

多く、その場合には担保権者が担保権の実行猶予に応ずるなど、担保権者の協力度合いが計画の

成否を左右します。特に、事業の継続に不可欠な資産にかかる担保権者の協力は、再建計画策定

上の必須要件です。工場設備等に複数の抵当権が設定されている場合などは、当該物件にかかる

全抵当権者へ協力要請を行う必要があります。

⑥経営者の不誠実等により関係者と経営者間の信頼感が欠如している企業

企業経営の再建を推進する主体は、企業経営者自身です。主力金融機関であってもその役割は

あくまでもサポーターに留まり、経営者が自ら計画を立案し対策を講じて関係者を説得し、協力

態勢をまとめあげなければなりません。したがって経営再建の達成には、経営者の強い意欲とリ

ーダーシップが何より必要なのです。

経営再建の協力を要請するに際して、自からの経営責任を棚上げして自己保身を図るような経

営者は、関係者から不信を買い、その協力を得ることは難しくなります。

また、コンプライアンスを始めとする企業の内部統制管理にかかる経営者の意識が薄い場合は、

いくら立派な計画ができても内部統制面から綻びが起きる懸念があり、関係者に警戒されるおそ

れがあります。

（以下、次回へ続きます。）
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月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１８年度 １０３．９ ３．０ １０５．３ ４．６ １０４．７ ４．３ １０５．３ ４．３ １０５．３ ０．２ ９８．６ １．６
１９年度 １０４．２ ０．３ １０８．１ ２．７ １０４．２ △０．５ １０８．７ ３．２ １０５．０ △０．３ １００．５ １．９
２０年度 ９６．１ △７．８ ９４．４ △１２．７ ９８．２ △５．８ ９５．０ △１２．６ １０２．５ △２．４ ９５．３ △５．２
２１年度 ９０．１ △６．２ ８６．０ △８．９ ９２．７ △５．６ ８７．０ △８．４ ９０．８ △１１．４ ８９．６ △６．０

２１年４～６月 ８５．７ △１８．３ ７９．０ △２７．４ ８６．５ △１９．３ ７９．５ △２７．３ ９７．７ △３．８ ９６．１ △１０．３
７～９月 ８８．７ △１３．２ ８３．２ △１９．４ ９１．４ △１１．２ ８４．１ △１８．８ ９４．３ △７．８ ９４．４ △１２．１
１０～１２月 ９２．４ △１．３ ８８．１ △４．３ ９５．２ △０．５ ８９．１ △３．３ ９２．８ △９．８ ９３．０ △１４．６

２２年１～３月 ９４．６ １２．５ ９４．３ ２７．５ ９８．８ １１．３ ９５．５ ２６．５ ８８．４ △１１．４ ９４．０ △６．０
４～６月 ９３．０ ８．５ ９５．７ ２１．０ ９７．６ １２．８ ９７．０ ２１．８ ８７．８ △１０．１ ９７．２ １．２

２１年 ８月 ８９．０ △１２．０ ８３．１ △１８．３ ９１．９ △８．８ ８３．８ △１８．４ ９４．４ △８．６ ９５．０ △１０．３
９月 ９０．０ △９．２ ８４．６ △１７．５ ９３．２ △７．１ ８５．６ △１６．２ ９４．３ △７．８ ９４．４ △１２．１
１０月 ９０．７ △６．８ ８５．９ △１４．４ ９４．０ △５．７ ８７．５ △１２．４ ９２．３ △９．４ ９３．１ △１４．３
１１月 ９３．３ ０．３ ８８．１ △２．９ ９５．７ ０．３ ８８．８ △２．２ ９４．３ △６．３ ９３．２ △１４．２
１２月 ９３．３ ３．４ ９０．４ ６．４ ９６．０ ４．３ ９０．９ ６．３ ９２．８ △９．８ ９３．０ △１４．６

２２年 １月 ９５．７ ７．９ ９４．３ １８．９ ９９．３ ７．２ ９５．０ ２０．１ ９４．０ △５．９ ９４．０ △１２．３
２月 ９６．０ １４．４ ９３．７ ３１．３ １００．４ １３．４ ９４．８ ２９．０ ９０．９ △９．５ ９５．５ △７．５
３月 ９２．１ １５．２ ９４．８ ３１．８ ９６．６ １３．４ ９６．７ ２９．９ ８８．４ △１１．４ ９４．０ △６．０
４月 ９２．７ ９．４ ９６．０ ２５．９ ９５．７ １１．０ ９８．１ ２７．１ ８９．０ △１０．０ ９４．６ △３．４
５月 ９３．０ ８．０ ９６．１ ２０．４ ９７．２ １３．１ ９６．４ ２１．０ ８８．４ △１０．７ ９６．５ △０．８
６月 ９３．３ ８．２ ９５．０ １７．３ １００．０ １４．４ ９６．６ １８．１ ８７．８ △１０．１ ９７．２ １．２
７月 r ９３．５ ６．４ r ９４．８ １４．２ r ９４．９ ５．４ r ９６．５ １４．７ r ８８．９ △６．２ ９６．７ １．３
８月 p９３．７ ６．２ p９４．５ １５．４ p９７．５ ７．１ p９６．０ １６．２ p８９．６ △５．１ p９７．４ ２．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１８年度 ９８３，６５６△１．６ ２１１，７４５△０．９ ３３０，５１２ △２．６ ８６，１０８ △０．８ ６５３，１４４ △１．１ １２５，６３７ △１．０
１９年度 ９５４，９７０△２．６ ２１２，５２５△１．０ ３０９，９４７ △３．５ ８４，２８７ △０．８ ６４５，０２２ △２．１ １２８，２３８ △１．１
２０年度 ９３３，７２０△５．６ ２０６，５８９ △４．２ ２８３，３１７ △６．５ ７８，４４２ △６．７ ６５０，４０４ △５．２ １２８，１４７ △２．５
２１年度 ９２０，８５５△３．６ １９５，６７２△６．４ ２４６，０８６ △４．６ ７０，５４６ △８．６ ６７４，７６９ △３．３ １２５，１２６ △５．１

２１年４～６月 ２２６，６３０△５．１ ４８，１５６ △６．６ ５９，５５４ △７．８ １６，９９２ △１０．８ １６７，０７６ △３．９ ３１，１６５ △４．１
７～９月 ２２７，６６６△３．５ ４７，９９９△７．０ ６２，９５２ △４．１ １６，９１３ △９．８ １６４，７１３ △３．３ ３１，０８６ △５．４
１０～１２月 ２４７，４６７△３．５ ５２，５１５ △７．０ ６６，０８０ △４．４ １９，７５３ △８．８ １８１，３８７ △３．２ ３２，７６２ △５．８

２２年１～３月 ２１９，０９３△２．５ ４７，００１ △４．９ ５７，５００ △１．８ １６，８８７ △４．９ １６１，５９３ △２．７ ３０，１１４ △４．９
４～６月 ２１８，６１４△１．０ ４６，７５４△３．５ ５２，２８８ △０．１ １５，９９８ △３．８ １６６，３２６ △１．３ ３０，７５６ △３．４

２１年 ８月 ７６，０２３△４．５ １５，７０４△６．８ １８，６９３ △７．５ ４，９９５ △８．９ ５７，３３１ △３．３ １０，７０９ △５．７
９月 ７１，７２２△１．６ １４，９３９ △５．６ ２０，１７４ △１．６ ５，１８９ △７．８ ５１，５４９ △１．７ ９，７５１ △４．３
１０月 ７２，８３５△３．７ １５，６０９△７．２ １８，９３２ △６．６ ５，５８４ △１０．６ ５３，９０２ △２．５ １０，０２５ △５．２
１１月 ７４，５７５△５．６ １６，２１５△９．７ １９，６８１ △６．１ ６，１１７ △１１．８ ５４，８９４ △５．４ １０，０９８ △８．３
１２月 １００，０５７ △１．８ ２０，６９１△４．６ ２７，４６６ △１．４ ８，０５２ △５．１ ７２，５９０ △１．９ １２，６３９ △４．３

２２年 １月 ７６，９８９△２．７ １７，１４７△５．７ ２１，１３５ △１．４ ６，２０９ △５．７ ５５，８５５ △３．２ １０，９３８ △５．７
２月 ６６，１３２△０．９ １４，０２３ △４．０ １６，３７０ △０．１ ４，７６３ △５．３ ４９，７６２ △１．２ ９，２６０ △３．３
３月 ７５，９７２△３．５ １５，８３１ △４．９ １９，９９５ △３．５ ５，９１５ △３．６ ５５，９７７ △３．５ ９，９１６ △５．６
４月 ７３，０１１△０．８ １５，４６３ △３．７ １７，５１９ １．１ ５，２７６ △３．７ ５５，４９２ △１．４ １０，１８７ △３．７
５月 ７３，２０５△２．３ １５，６５６ △３．９ １７，４９６ △０．５ ５，３６０ △２．１ ５５，７０９ △２．８ １０，２９７ △４．８
６月 ７２，３９９ ０．０ １５，６３４△３．１ １７，２７３ △０．９ ５，３６３ △５．７ ５５，１２６ ０．３ １０，２７２ △１．６
７月 r ７６，５６１△０．９ r １７，１８９ △１．３ r ２０，２４２ △１．５ r ６，５１４ △１．４ r ５６，３１９ △０．７ r １０，６７６ △１．２
８月 p ７３，６３３△１．７ p １５，４９７△１．９ p １６，２８７ △２．５ p ４，７４３ △３．０ p ５７，３４６ △１．５ p １０，７５４ △１．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１０年１１月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１７２／本文　※柱に注意！／０２１～０２４　主要経済指標  2010.10.21 13.06.18  Page 21



年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１７年＝１００
前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１８年度 ４１４，９２１ △１．７ ７４，２１１ △２．０ １００．５ ０．５ １００．２ ０．３ １１６．９４ １７，２８８
１９年度 ４０８，２９２ △１．６ ７５，１６１ △０．９ １０１．１ ０．６ １００．６ ０．３ １１４．２０ １２，５２６
２０年度 ４３０，６２４ ４．８ ８０，５５６ ５．４ １０２．５ １．４ １０１．７ １．１ １００．４６ ８，１１０
２１年度 ４３０，９２２ △１．４ ７９，３８３ △４．２ ９９．５ △３．０ １００．０ △１．６ ９２．８０ １１，０９０

２１年４～６月 １０６，７２０ ０．２ １９，８８５ １．０ ９９．８ △２．９ １００．６ △１．０ ９７．２７ ９，９５８
７～９月 １１５，３９３ △２．１ ２０，９６２ △６．３ ９９．４ △４．７ １００．３ △２．２ ９３．６１ １０，１３３
１０～１２月 １０９，７４０ △１．６ ２０，０３４ △５．９ ９９．４ △２．９ ９９．８ △２．０ ８９．６８ １０，５４６

２２年１～３月 ９９，０６９ △１．９ １８，５０１ △５．２ ９９．２ △１．５ ９９．４ △１．２ ９０．６５ １１，０９０
４～６月 １０７，５９７ △１．２ １９，８３３ △３．０ ９９．４ △０．４ ９９．７ △０．９ ９０．０１ ９，３８３

２１年 ８月 ４０，０５９ △１．１ ７，１９６ △５．６ ９９．４ △５．０ １００．４ △２．２ ９４．８４ １０，４９３
９月 ３６，６２６ △１．４ ６，６１０ △５．７ ９９．６ △４．３ １００．４ △２．２ ９１．４９ １０，１３３
１０月 ３７，０６２ △１．０ ６，７３９ △５．６ ９９．５ △３．９ １００．０ △２．５ ９０．２９ １０，０３５
１１月 ３４，７５４ △２．３ ６，４０３ △６．４ ９９．３ △２．８ ９９．８ △１．９ ８９．１９ ９，３４６
１２月 ３７，９２４ △１．６ ６，８９２ △５．７ ９９．４ △２．１ ９９．６ △１．７ ８９．５５ １０，５４６

２２年 １月 ３３，５４０ △２．１ ６，１９９ △５．５ ９９．１ △１．７ ９９．４ △１．３ ９１．１６ １０，１９８
２月 ３１，０３１ △１．２ ５，７７７ △４．９ ９９．１ △１．４ ９９．３ △１．１ ９０．２８ １０，１２６
３月 ３４，４９８ △２．２ ６，５２５ △５．１ ９９．３ △１．３ ９９．６ △１．１ ９０．５２ １１，０９０
４月 ３３，９８７ △２．１ ６，４３８ △３．９ ９９．１ △１．０ ９９．６ △１．２ ９３．３８ １１，０５７
５月 ３６，１７２ △３．０ ６，７０３ △３．７ ９９．５ △０．２ ９９．７ △０．９ ９１．７４ ９，７６９
６月 ３７，４３８ １．４ ６，６９２ △１．４ ９９．６ △０．１ ９９．７ △０．７ ９０．９２ ９，３８３
７月 ３９，９４０ １．２ ７，３６３ ０．３ ９８．９ △０．３ ９９．２ △０．９ ８７．７２ ９，５３７
８月 ４１，４５３ １．１ ７，４２７ ０．７ ９９．１ △０．３ ９９．５ △０．９ ８５．４７ ８，８２４

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は既存店ベースによ
る。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１８年度 １７６，３００ △５．８ ４３，７８０ △５．１ ７７，３９８ △１４．６ ５５，１２２ ９．４ ４，５５７，３３０ △４．２
１９年度 １６９，１４９ △４．１ ４８，４４０ １０．６ ７１，５５７ △７．５ ４９，１５２ △１０．８ ４，３９０，３４４ △３．７
２０年度 １５０，１２３ △１１．２ ３９，１４５ △１９．２ ６３，４９０ △１１．３ ４７，４８８ △３．４ ３，９０８，８８０ △１１．０
２１年度 １６０，１１６ ６．７ ４９，０７８ ２５．４ ６６，２２３ ４．３ ４４，８１５ △５．６ ４，１７５，４５７ ６．８

２１年４～６月 ３６，２０９ △１３．５ ９，８９９ △１０．８ １５，５３９ △１５．０ １０，７７１ △１３．５ ８００，０４３ △１７．２
７～９月 ４１，７７５ ４．３ １２，３０７ １１．９ １８，２７９ ４．４ １１，１８９ △３．１ １，０４９，９２３ １．４
１０～１２月 ３４，９３９ １８．４ １１，２５８ ４７．８ １４，１０６ １７．８ ９，５７５ △３．５ １，０２９，８０３ １９．３

２２年１～３月 ４７，１９３ ２１．９ １５，６１４ ６５．６ １８，２９９ １６．３ １３，２８０ △２．１ １，２９５，６８８ ２４．１
４～６月 ４３，７４２ ２０．８ １３，３７１ ３５．１ １８，２８１ １７．６ １２，０９０ １２．２ ９７６，２３３ ２２．０

２１年 ８月 ９，９２９ ２．７ ２，８７７ １５．９ ３，８７７ △６．６ ３，１７５ ４．８ ２６３，５２３ ３．２
９月 １５，３９９ ６．３ ４，９９９ ２１．８ ６，１７０ ６．４ ４，２３０ △７．８ ４１３，９７２ ４．２
１０月 １２，４２３ ７．２ ３，９２８ ３２．１ ４，９９７ ５．２ ３，４９８ △９．６ ３３９，５６７ ７．８
１１月 １２，５４６ ２４．８ ３，８４５ ５４．７ ５，２２６ ２７．２ ３，４７５ ０．４ ３６８，７２１ ２４．７
１２月 ９，９７０ ２６．８ ３，４８５ ６１．４ ３，８８３ ２４．７ ２，６０２ ０．４ ３２１，５１５ ２７．３

２２年 １月 １０，２８１ ３０．６ ３，３３９ ８２．２ ３，９２２ ２５．４ ３，０２０ ３．８ ３１９，７５０ ２４．９
２月 １２，７１０ ２２．４ ４，１７５ ７６．３ ４，７９７ １５．３ ３，７３８ △３．０ ３９５，６０１ ２１．９
３月 ２４，２０２ １８．２ ８，１００ ５５．０ ９，５８０ １３．５ ６，５２２ △４．２ ５８０，３３７ ２５．２
４月 １４，７９５ ２８．３ ４，２６６ ５７．８ ６，５０１ ２４．３ ４，０２８ １１．９ ２９８，３１１ ２６．４
５月 １３，００２ ２３．３ ４，０４９ ２６．５ ５，１２７ ２５．９ ３，８２６ １７．０ ３００，７６０ ２３．０
６月 １５，９４５ １２．８ ５，０５６ ２６．６ ６，６５３ ６．６ ４，２３６ ８．６ ３７７，１６２ １８．１
７月 １７，７６５ ８．０ ５，３９０ ２１．６ ８，１６４ △０．８ ４，２１１ １１．３ ４２０，５９３ １２．９
８月 １３，６７６ ３７．７ ４，１７４ ４５．１ ５，８７２ ５１．５ ３，６３０ １４．３ ３６９，２１０ ４０．１

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ２２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１０年１１月号
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年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１８年度 ４９，９４６ △５．８ １２，８５２ ２．９ ９６１，１２２ △１０．１ １２２，８３８ △５．２ １２７，４１３ ２．０
１９年度 ４２，３９７ △１５．１ １０，３５６ △１９．４ ８８３，６４４ △８．１ １１７，８１８ △４．１ １２３，６４０ △３．０
２０年度 ３６，０５０ △１５．０ １０，３９２ ０．３ ８５８，０８２ △２．９ １１７，９５１ ０．１ １０６，１６８ △１４．１
２１年度 ２７，６１６ △２３．４ ７，７５３ △２５．４ ９３７，６６５ ９．３ １２３，７７６ ４．９ ８４，３３７ △２０．６

２１年４～６月 ７，３９２ △３８．６ １，９７３ △３１．９ ３１６，７０３ ２．４ ３２，１３１ １３．０ ２０，８６１ △３３．４
７～９月 ７，０４１ △４１．４ １，８６９ △３５．８ ３１６，３２２ １１．５ ３６，８８８ １１．２ ２０，６８３ △２７．３
１０～１２月 ８，２１５ ４．２ ２，０４６ △２０．９ １７３，６８９ ３９．３ ２９，７６５ ６．３ １９，６１３ △１４．０

２２年１～３月 ４，９６８ ２０．９ １，８６５ △６．６ １３０，９５１ △６．７ ２４，９９２ △１１．８ ２３，１８０ △１．８
４～６月 ７，９４２ ７．４ １，９５２ △１．１ ２７６，８１７ △１２．６ ３１，０１８ △３．５ ２１，５３９ ３．３

２１年 ８月 ２，４２９ △４６．４ ５９７ △３８．３ ９６，２３９ ７．０ １０，０６３ ８．７ ５，７００ △２６．５
９月 ２，３２６ △３８．８ ６１２ △３７．０ ９９，４２４ ２６．７ １４，３１４ ２２．１ ９，０７９ △２２．０
１０月 ２，６１０ △１６．８ ６７１ △２７．１ ９２，２０７ ５０．７ １２，６６５ ８．３ ５，９４１ △２１．０
１１月 ３，０７３ ９．７ ６８２ △１９．１ ５０，９６２ ３８．５ ８，４４１ △０．０ ５，７７５ △２０．５
１２月 ２，５３２ ３０．１ ６９３ △１５．７ ３０，５２０ １４．２ ８，６５８ １０．３ ７，８９７ △１．５

２２年 １月 １，２１０ ４７．２ ６５０ △８．１ ９，４８１ △５０．５ ５，７９１ △３．８ ５，６８１ △１．１
２月 １，３７４ ２．８ ５６５ △９．３ １８，８９９ １９．２ ５，７９０ △８．８ ６，４３１ △７．１
３月 ２，３８４ ２２．２ ６５０ △２．４ １０２，５７１ △２．６ １３，４１１ △１６．０ １１，０６８ １．２
４月 ２，５４７ ６．５ ６６６ ０．６ １３８，０４４ △６．２ １３，２７８ △０．１ ６，８８０ ９．４
５月 ２，４１５ １４．３ ５９９ △４．６ ６０，１２５ △９．６ ７，４０２ △５．９ ６，３８９ ４．３
６月 ２，９８０ ３．２ ６８７ ０．６ ７８，６４８ △２３．６ １０，３３８ △５．８ ８，２７０ △２．２
７月 ２，８２５ ２３．６ ６８８ ４．３ １０６，２３０ △１２．０ １１，４１０ △８．８ ６，８４４ １５．９
８月 ２，９４１ ２１．１ ７２０ ２０．５ ７３，８３１ △２３．３ ９，２１６ △８．４ ７，０７３ ２４．１

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

１８年度 １３，０８２ ３．０ ０．５３ １．０２ ５．４ ４．１ ５４６ △１．６ １３，３３７ １．３
１９年度 １２，８１７ △２．０ ０．５１ ０．９７ ５．２ ３．８ ６１０ １１．７ １４，３６６ ７．７
２０年度 １２，２５３ △４．４ ０．４３ ０．７４ ５．０ ４．１ ７４１ ２１．５ １６，１４６ １２．４
２１年度 １１，５３９ △５．８ ０．３５ ０．４２ ５．２ ５．２ ４８９ △３４．０ １４，７３２ △８．８

２１年４～６月 ２，６４４ △１０．６ ０．３２ ０．３９ ５．４ ５．２ １５６ △１６．６ ３，９５４ ３．３
７～９月 ３，６７８ △４．１ ０．３５ ０．４０ ５．４ ５．４ １０８ △４３．２ ３，７８２ △６．２
１０～１２月 ２，６９３ △８．１ ０．３７ ０．４２ ４．７ ５．０ １１６ △３８．６ ３，５２９ △１３．２

２２年１～３月 ２，５２３ △０．２ ０．３８ ０．４６ ５．２ ５．１ １０９ △３７．７ ３，４６７ △１７．７
４～６月 ２，６８８ １．７ ０．３６ ０．４２ ５．５ ５．３ １１３ △２７．６ ３，３２３ △１６．０

２１年 ８月 １，３２３ △７．６ ０．３４ ０．３９ ５．４ ５．４ ４３ △２５．９ １，２４１ △１．０
９月 １，２２６ △０．５ ０．３８ ０．４２ ↓ ５．５ ２６ △５６．６ １，１５５ △１７．９
１０月 １，００８ △１１．９ ０．３９ ０．４２ ↑ ５．２ ３９ △３２．８ １，２６１ △１１．７
１１月 ８４８ △４．２ ０．３８ ０．４２ ４．７ ５．０ ３５ △３８．６ １，１３２ △１１．３
１２月 ８３７ △７．２ ０．３５ ０．４３ ↓ ４．８ ４２ △４３．２ １，１３６ △１６．５

２２年 １月 ７９０ △１．５ ０．３６ ０．４５ ↑ ４．９ ３８ △３６．７ １，０６３ △２１．８
２月 ８２２ ４．７ ０．３９ ０．４６ ５．２ ５．０ ３５ △３０．０ １，０９０ △１７．２
３月 ９１１ △３．１ ０．３９ ０．４７ ↓ ５．３ ３６ △４４．６ １，３１４ △１４．５
４月 ７５２ ４．５ ０．３５ ０．４２ ↑ ５．４ ４５ △１９．６ １，１５４ △１３．１
５月 ９２５ ０．８ ０．３５ ０．４１ ５．５ ５．２ ３５ △２２．２ １，０２１ △１５．１
６月 １，０１１ ０．４ ０．３７ ０．４３ ↓ ５．２ ３３ △４０．０ １，１４８ △１９．２
７月 １，１３８ ０．８ ０．３８ ０．４５ － ５．０ ３９ ０．０ １，０６６ △２３．０
８月 １，３１６ △０．５ ０．４１ ０．４９ － ５．１ ３４ △２０．９ １，０６４ △１４．２

資料 北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― ２３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１０年１１月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１８年度 ３２４，５７８ ２３．１ ７７４，６０６ １３．４ １，２６３，７８１ ３０．９ ６８４，４７３ １３．１
１９年度 ３８１，４４７ １７．５ ８５１，１３４ ９．９ １，３８７，５９２ ９．８ ７４９，５８１ ９．５
２０年度 ３７７，１５４ △１．１ ７１１，４５６ △１６．４ １，５５２，４４９ １１．９ ７１９，１０４ △４．１
２１年度 ３２２，６４２ △１４．５ ５９０，１２６ △１７．１ ９７７，２９２ △３７．０ ５３７，８０７ △２５．２

２１年４～６月 ５６，６３２ △４７．１ １２８，０９１ △３８．６ １９４，４３８ △５９．０ １１９，９１７ △３９．９
７～９月 ９６，３０５ △２０．４ １４４，６２２ △３４．４ ２３３，９３８ △５３．５ １３４，１３７ △３９．５
１０～１２月 ８４，９０６ △０．５ １５７，０８２ △８．０ ２６５，３４２ △２５．５ １４０，００３ △２０．９

２２年１～３月 ８４，７９９ ３３．０ １６０，３３１ ４３．３ ２８３，５７４ ２９．６ １４３，７５０ １８．９
４～６月 ８２，４５９ ４５．６ １７０，６４４ ３３．２ r ２９５，５５５ ５２．０ r １５３，３１４ ２７．９

２１年 ８月 ２２，７５７ △４７．１ ４５，０９８ △３６．０ ７２，６０８ △５９．８ ４３，４４６ △４１．０
９月 ３７，２７８ ８．７ ５１，０９４ △３０．６ ９２，９９６ △４５．６ ４５，９１８ △３６．８
１０月 ３０，０２８ △２７．２ ５３，０８３ △２３．２ ８８，３０２ △４４．１ ４５，０８３ △３５．５
１１月 ２７，９５５ ２０．６ ４９，８８２ △６．３ ８０，７３９ △２０．６ ４６，２２９ △１６．７
１２月 ２６，９２３ ２８．６ ５４，１１７ １２．０ ９６，３０１ △０．０ ４８，６９１ △５．５

２２年 １月 ２２，１９４ ８．０ ４９，０１６ ４０．９ ９４，７６４ ２０．９ ４８，４０６ ８．９
２月 ３３，２４３ ６２．６ ５１，２７９ ４５．３ ９２，０５５ ４５．４ ４４，８０６ ２９．５
３月 ２９，３６２ ２８．９ ６０，０３６ ４３．５ ９６，７５５ ２５．３ ５０，５３８ ２０．６
４月 ２９，２７５ ５１．８ ５８，８７９ ４０．４ １１１，４１５ ４５．６ ５１，５３０ ２４．３
５月 ２４，１７２ ２２．７ ５３，０９８ ３２．１ ８７，１１５ ４２．４ ４９，９３８ ３３．６
６月 ２９，０１２ ６４．４ ５８，６６８ ２７．７ r ９７，０２５ ７１．０ r ５１，８４６ ２６．２
７月 ３２，９２２ △９．２ r ５９，８２７ ２３．５ r ９８，２５９ ４３．８ r ５１，８３５ １５．８
８月 p ２２，１５６ △２．６ ５２，０７９ １５．５ p ７７，６７７ ７．０ p ５１，２１９ １７．９

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１８年度 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △０．６ ３，９９２，０９４ ０．９
１９年度 １２７，３４２ １．５ ５，５０２，１３７ ２．７ ８８，９６６ ０．８ ４，０４８，８９４ １．４
２０年度 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３
２１年度 １３４，９７０ ３．９ ５，７９６，０７８ ２．６ ９２，７４６ １．９ ４，１６１，６９７ △１．４

２１年４～６月 １３２，４７４ ２．３ ５，６８３，１５１ ２．５ ８９，９１１ ２．９ ４，１５９，４０６ ２．９
７～９月 １３１，３８０ ２．６ ５，６４２，５３７ ２．７ ９１，１６９ ２．４ ４，１６６，９９２ ２．６
１０～１２月 １３３，９０９ ３．０ ５，６７１，９７７ ２．４ ９２，２３０ ２．６ ４，１６６，１６７ △１．２

２２年１～３月 １３４，９７０ ３．９ ５，７９６，０７８ ２．６ ９２，７４６ １．９ ４，１６１，６９７ △１．４
４～６月 １３４，９１１ １．８ ５，７９９，５８０ ２．０ ９０，２２５ ０．３ ４，０９４，４２９ △１．６

２１年 ８月 １３１，１５２ １．７ ５，６１１，１３８ ２．６ ９０，１１５ ２．４ ４，１３７，８２６ ２．４
９月 １３１，３８０ ２．６ ５，６４２，５３７ ２．７ ９１，１６９ ２．４ ４，１６６，９９２ ２．６
１０月 １３１，９１４ ３．４ ５，５９７，３９４ ２．７ ９１，３０８ １．７ ４，１４４，５０６ １．３
１１月 １３２，００５ ２．７ ５，６５０，４５０ ２．４ ９１，２８０ １．１ ４，１３６，０８２ △０．０
１２月 １３３，９０９ ３．０ ５，６７１，９７７ ２．４ ９２，２３０ ２．６ ４，１６６，１６７ △１．２

２２年 １月 １３２，３８７ ３．１ ５，６５９，０７７ ２．７ ９２，０４４ ２．５ ４，１４０，３６５ △１．１
２月 １３３，２１３ ２．７ ５，６８３，７２６ ２．３ ９１，９８３ １．６ ４，１３８，２５４ △１．３
３月 １３４，９７０ ３．９ ５，７９６，０７８ ２．６ ９２，７４６ １．９ ４，１６１，６９７ △１．４
４月 １３４，５８７ ２．６ ５，７７６，５２７ ２．４ ９２，４３６ １．２ ４，１０４，３１２ △１．８
５月 １３４，５２２ ２．６ ５，７９７，７７８ ３．０ ９１，２９５ ０．３ ４，０８９，１５９ △１．９
６月 １３４，９１１ １．８ ５，７９９，５８０ ２．０ ９０，２２５ ０．３ ４，０９４，４２９ △１．６
７月 １３４，００１ ２．５ ５，７３５，４３７ １．９ ９０，４６１ ０．４ ４，０８５，７５２ △１．６
８月 １３３，９５７ ２．１ ５，７４０，８６８ ２．３ ９０，４２４ ０．３ ４，０６７，４７１ △１．７

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ２４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１０年１１月号
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●道内経済の動き 

●道内企業の経営動向 （平成22年7～9月期実績、平成22年10～12月期見通し） 

●「経営再建計画の策定（その１）～再建計画の対象となる企業」 
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